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１．はじめに  

 乾燥収縮によるひび割れは，コンクリート構造物の耐久性を低下させる．収縮低減剤(以下 SRA)は，乾燥収

縮を低減し乾燥収縮ひび割れの抑制には有効であるが，耐凍害性の低下を招くことが公知されている． 

耐凍害性は一般的に，適正量のエントレインドエアをコンクリート中に導入することで担保されるものと考

えられている．Powers1)の提唱した水圧説では，セメント硬化体中の水分が氷晶生成により体積膨張した際に

発生する水圧が破壊駆動力であるとし，この水圧は漏出境界の役目を果たす気泡までの距離が短いほど緩和さ

れることから，耐凍害性確保のためには気泡間隔係数を 250μm以下とする必要性を説いた．このように，気

泡組織の品質はコンクリート構造物の耐凍害性に極めて重要な役割を果たすことが明らかになっている． 

一方，SRA を混和した際はその限りではなく，所定のエントレインドエア量および気泡間隔係数の条件を

満たしても，耐凍害性が劣る結果が認められている 2)．西ら 3)は，SRA を混和した際の耐凍害性の低下の要因

を，粗大空隙増加に伴う凍結水量の増加および氷晶周囲に存在する SRA 高濃度の細孔中水分とキャピラリー

内の未凍結水間に生じる浸透圧差による未凍結水の氷晶への移動で説明できる可能性を示しており，-18℃ま

でに凍結する巨視的水分に着目し，セメント硬化体中に約 20μmの疎水性化合物(油滴)を導入し耐凍害性の向

上を図った鉱物油系 SRA4)を開発している．しかしながら，鉱物油系 SRA を使用した場合においても，使用

量や使用材料によっては耐凍害性が確保されないケース 5)もあり，さらなる対応策が必要である． 

前述の通り，SRA を使用した際，キャピラリー形成により凍結水量が増加することで，著しい凍結膨張を

誘発し，凍害劣化を促進させているならば，SRA 使用量が多い条件では，キャピラリーが過多となり，漏出

境界となり得る適切なサイズや形状の気泡が不足し，疎水性化合物も不足していることが，耐凍害性を低下さ

せる一要因であると考えられる．また，セメント硬化体中の細孔径が大きく変化している場合，適切なサイズ

の遮断性物質を導入する必要もある． 

本研究では，遮断性物質のサイズを調整した鉱物油系 SRA および汎用的なアルコール系 SRA を使用し，

空気量を変化させたコンクリート供試体について，SRA 種類および空気量による耐凍害性の潜在的なポテン

シャルを検討するものとした．その１では，実験概要および硬化コンクリートの基礎的性状について報告する． 

２．実験概要  

 表１に実験の要因と水準を示す．SRA は，鉱物油系 SRA(以下 AdS)およびアルコール系 SRA(SS)の 2 種と

し，AdS は乳化剤量により疎水性化合物のサイズが異なるよう調整した．空気量は，AdS は標準的な空気量

である 4.5%および高空気量である 6.5%の 2 水準とし，SS は 6.5%の 1 水準のみとした．表２にコンクリート

配(調)合を示す．目標スランプは 15±2.5cm とし，使用材料は，上水道水，普通ポルトランドセメント(密度 
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表１ 実験の要因と水準 

要因 水準 

SRA 種別 AdS SS 

空気量(%) 
 4.5%(4.5～5.0%) 

 6.5%(6.0～7.0%） 
6.5%(6.0～7.0%) 

SRA 添加率 Cwt.×0, 1.4, 2.3% Cwt.×0, 1.4, 2.3% 

Case 

A：練上り直後に空気量測定         

疎水性化合物サイズ：大    練上り 5 分後に 

空気量測定 B：練上り 5 分後に空気量測定             

疎水性化合物サイズ：小    

表２ コンクリート配（調）合 

種別 
空気量 

(%) 
W/C 

s/a 

 (%) 

単位量(kg/m3) SRA   

(Cwt.×%) W C S G 

BLANK 

4.5 

0.50 49.0 178 356 839 898 

- 

AdS-A 
1.4～2.3 

AdS-B 

BLANK 

6.5 

- 

AdS-A 
1.4～2.3 

AdS-B 

SS 1.4～2.3 

土木学会第70回年次学術講演会(平成27年9月)

 

-1111-

Ⅴ-556

 



3.16g/cm3)，掛川産山砂(表乾密度 2.58g/cm3)，青梅産硬質砂岩砕石(表乾密度 2.65g/cm3)，分散剤および AE

剤には AE 減水剤標準形Ⅰ種およびロジンカリウム塩系のものを使用した．SRA は配(調)合の外割とし，ベー

スコンクリートの練上り後に添加するものとした．硬化性状の試験項目は，乾燥収縮ひずみ，凍結融解試験お

よび気泡組織を測定するものとした．乾燥収縮ひずみは JIS A 1129:2010 に準拠し，乾燥材齢 13 週までの長

さ変化を測定した．凍結融解試験は JIS A 1148:2010-A 法に準拠し，最大 300 サイクルまでの相対動弾性係

数を測定した．また，供試体中央に埋込み型ひずみゲージおよび熱電対を設置し，凍結融解ひずみおよび供試

体内部温度についても計測し

た． 気泡組織は ， ASTM 

C-1998 に準拠し，リニアトラ

バース法にて測定した． 

３．硬化性状試験結果 

 表３に試験体条件，図１に乾

燥材齢と乾燥収縮ひずみの関

係，図２にサイクル数と相対

動弾性係数を示す．空気量は，

SRA 添加率が高く，フレッシュ空

気量が高いものは硬化空気量が減

少傾向にあるが，空気量測定時期

の違いにより，CaseB は CaseA

に比べ空気量の減少が抑制されて

いる．気泡間隔係数はいずれも

250μm以下となり，空気量が高い

ほど，また，CaseA よりも CaseB

が小さい結果であった．収縮低減

率は，疎水性化合物のサイズを小

径に調整した場合に若干低下し

ているが，概ね同程度の効果を発

揮している．同空気量における耐

久性指数は，SS に比べ AdS が高

く，CaseA よりも CaseB が良好

な結果を示した． 

本結果より，空気量およびコン

クリート中に導入する疎水性化合物のサイズが，耐凍害性に与える影響が認められたと言え，本試験条件の場

合，疎水性化合物を小径とした方が耐凍害性向上に有効に作用することが確認された． 
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表３ 試験体条件 
種別 BLANK AdS BLANK AdS AdS SS 

設定空気量(%) 4.5 6.5 

SRA 添加率 

(Cwt.×%) 
0 1.4 2.3 0 1.4 2.3 1.4 2.3 

Case - A B A B - A B A B - 

フレッシュ 

空気量(%) 
4.5 4.5 4.9 4.8 5.3 6.5 6.3 6.8 6.5 7.1 6.7 6.2 

硬化空気量(%) 3.8 4.6 4.9 4.2 4.9 6.7 5.4 6.5 4.7 7.8 4.7 5.2 

気泡間隔係数 

(μm) 
235 237 251 244 211 153 201 186 234 127 169 177 

収縮低減率 

(%) 
- 23.6 16.0 30.3 26.5 - 26.1 20.2 32.3 25.6 23.5 30.3 
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図１ 乾燥材齢と乾燥収縮ひずみの関係 
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図２ サイクル数と相対動弾性係数の関係 
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